株式会社　●●　　品質・環境マニュアル　


８．運用（環境８）

８．１．１　品質の運用計画及び管理
１）当社は、下記に示す事項の実施によって、製品及びサービス提供に関する要求事項を満た　すため、及び、6.1『リスク（脅威）及び機会への取組』6.2『品質目標・環境目標及びそれを達成するための計画策定』で決定した取り組みを実施するために、必要なプロセスを、4.4『品質・環境マネジメントシステム及びそのプロセス』で説明したとおり計画し、実施し、かつ管理する。 
ａ）製品及びサービスに関する要求事項の決定 
　①製品に対する要求事項（仕様・約束事）は、設計図書、特記仕様書、「製品要求事項　確認書」等を参照する。
ｂ）プロセス並びに製品及びサービスの合否判定に関する基準の決定 
①施工計画書の『出来形管理計画』、「品質計画書」に合否判定に関する基準を明記する。
ｃ）製品及びサービス要求事項への適合を達成するために必要な資源の決定 
①施工計画書の『設備使用計画』、「品質計画書」に必要な資源を明記する。

②力量のある人員を配置する。
ｄ）その基準に従った、プロセスの管理の実施 
①現場代理人は施工計画書、「品質計画書」に計画した施工段階において実施する検査・試験、測定、監視を行い、プロセスの管理を実施する。
ｅ）プロセスが計画どおりに実施されたという確信をもつため、並びに要求事項に対する製品及びサービスの適合を証明するために必要な程度の、文書化した情報の保持
①「品質計画書」で明確にし、7.5.3『文書化した情報の管理』に従って保持する。
２）この計画プロセスのアウトプット下記に従い、当社の運営に適したものとする。 
品質計画の内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	分類
	品質計画の内容

	製品の品質目標
	「品質計画書」に明記

	製品の要求事項
	「設計図書」、「特記仕様書」、「製品要求事項確認書」、「打合せ簿」、「見積書」

	資源の必要性
	「施工計画書」、「品質計画書」に明記

力量のある人員（資格取得力量一覧表に明記）を配置

	特殊工程
	「品質計画書」に明記

	監視
	「品質計画書」もしくは「施工計画書」に明記

	検査
	「品質計画書」もしくは「施工計画書」に明記

	合否判定基準
	「品質計画書」　もしくは「施工計画書」に明記

	実証記録
	「品質計画書」に明記


３）当社は、計画した変更を管理し、意図しない変更によって生じた結果をレビューし、必要に応じて、有害な影響を軽減する処置（予防処置等）をとる。
４）当社は、外部委託したプロセスが、8.4『外部から提供される製品及びサービスの管理』に従って、管理されていることを確実にする。
８．１．２　環境の運用計画及び管理（環境８．１）
１）当社は、下記に示す事項の実施によって、環境マネジメントシステムの要求事項を満た　すため、及び、6.1『リスク（脅威）及び機会への取組』6.2『品質目標・環境目標及びそれを達成するための計画策定』で決定した活動を実施するために、必要なプロセスを、計画し、実施し、かつ管理する。 
　　　ａ）プロセスのための基準の確立

　　①著しい環境側面の運用管理として、施工現場では「施工計画書」、「品質計画書」に緩和方法を計画し、実施する。
　　②脅威及び機会に関するリスクの運用管理として、「リスク・脅威及び機会に対処する活動」に取組みを計画し、実施する。

　　③環境目的を達成するための運用管理として、「目標計画書」に明記した実施事項に従い管理する。
　　　ｂ）環境方針、環境目的及び順守義務からの逸脱を防ぐためのプロセスの管理

　　　　　①環境方針並びに環境目的・目標から逸脱するかもしれない状況を管理するために、必要な運用基準を下記「手順書」に明確にし、運用管理する。

	№
	運用管理業務
	関連手順書

	１
	車両・ダンプの燃料、排ガス削減
	【エコドライブ手順書】

	２
	重機の燃料、排ガス削減
	【重機使用手順書】

	３
	廃棄物の適正管理
	【廃棄物管理手順書】


　　②順守義務の運用管理については、「法規制等管理表」の具体的な適用内容（順守事項）に従って運用管理する。
２）当社は、計画した変更を管理し、意図しない変更によって生じた結果をレビューし、必要に応じて、有害な影響を軽減する処置をとる。
　　　　①定められた運用に対する違反やミスが発生した部門、現場の責任者は、有害な影響を軽減する処置をとり「不適合・是正報告書」で報告する。
　　
　　３）当社は外部委託したプロセスが管理されている又は影響を及ぼされていることを確実にする。これらのプロセスに適用される管理又は影響の種類及び程度は、環境マネジメントシステムの中で定める。
　　４）ライフサイクルの視点に従って、当社は、下記の事項を実施する。

　　　ａ）必要に応じて、製品及びサービスの調達に関する環境上の要求事項を決定する。
　　　　　①施工計画において、リサイクル製品の使用を検討する。
　　　ｂ）必要に応じて、製品及びサービスの開発、納品、使用及び使用後の処理のプロセスの設計において、環境上の要求事項が考慮されていることを確実にするための管理を確立する。

　　　　　①再資源化施設への搬入を促進する。
　　　ｃ）請負者を含む外部提供者に対して、関連する環境上の要求事項を伝達する。

　　①著しい環境側面に関連する請負者及び外部提供者に対して、当社の「品質・環境方針」と関係する著しい環境影響の低減に関して、適用可能な手順や要求事項を『環境に関するお願い』で伝達し、実施をお願いする。
ｄ）製品又はサービスの納品、並びに製品の使用及び使用後の処理における、潜在的な著しい環境影響に関する情報を提供する必要性について検討する。
　　　　①廃棄処分時の注意書きとか　　リサイクルマーク表示とか
　　
　　５）当社は、プロセスが計画どおりに実施されたという確信をもつために必要な程度に、9.1『監視、測定、分析及び評価』で監視された結果の証拠として文書化した情報を維持する。
８．２　製品及びサービスに関する要求事項の決定（環境８．２）
８．２．１　顧客とのコミュニケーション
１）当社は、下記の事項に関して、顧客とのコミュニケーションを図るためのプロセスを確立する。 

ａ）製品及びサービスに関する情報 

ｂ）引合い，契約若しくは注文処理、又はそれらの変更 

ｃ）苦情を含めた、顧客の考え方及び受け止め方の知得
ｄ）適用可能な場合には、顧客の所有物の取扱い又は処理 

ｅ）該当する場合には、緊急時対応に関する特定の要求事項 

２）顧客とのコミュニケーションを図るための効果的な方法を下記に明確にし、実施する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	プロセス
	受付・対応の手続き・伝達方法
	担当者
	記録

	製品及びサービスに関する情報
	顧客の要求する時期に、「入札参加資格審査申請書」を提出する。（公共工事）
	経理担当
	入札参加資格審査申請書

	引き合い、契約、注文処理、それらの変更
	顧客から引き合い、契約、それらの変更要求があった場合は、7.2.1、7.2.2に従い実施する。
	営業担当
	見積書

契約書等

	苦情を含めた、顧客の考え方、受け止め方の知得
	顧客からのクレームや不満を受けた者は、「不適合・是正報告書」に記録し、迅速な対応をとる。
	各担当者
	不適合・是正報告書

	
	工事成績通知書を入手した場合はデータ分析（最低年１回）を行い、改善の材料とする。
	管理責任者
	工事成績通知書

	
	賞賛を受けた場合は、朝礼等で発表する。
	各担当者
	―

	適用可能な場合には、顧客の所有物の取扱い又は処理
	１）顧客の所有物が当社の管理下にある場合、もしくは当社によって使用されている場合、現場代理人が責任者となりその取り扱いを厳格に行う事とする。注意を要する顧客所有物がある場合は「品質計画書」に保存・養生方法を計画し実施する。
	現場代理人
	品質計画書

	
	２）当社が管理する顧客所有物には次のようなものがある。

　ａ）土地（現場）

　ｂ）現場に付帯するインフラストラクチャー

　ｃ）支給品（資材、備品、設備）

①現場代理人は、使用又は製品への組込みのために　提供された支給品（資材、備品、設備）を、「顧客支給品リスト」に受入時点で支給品の内容、数量等を記録し、受入検査を実施する事で識別、及び検証する。
ｄ）他業者が完成させた構造物（特に当社の構造物との取り合い部分、改修工事における顧客所有物も含む）

　ｅ）知的財産及び個人情報
	現場代理人
	顧客支給品リスト

	
	３）現場代理人は、顧客の所有物が紛失、損傷しないよう保護･防護策を講じる。
	現場代理人
	―

	
	４）顧客の所有物について、紛失、若しくは損傷した場合又は使用に適さないことが見つかった場合は、その内容を顧客に報告し、「打合せ簿」に記録する。
	現場代理人
	打合せ簿

	該当する場合には、緊急時対応に関する特定の要求事項
	施工現場で緊急事態が発生した場合は、顧客を含め「緊急連絡網」に従い連絡する。
また、顧客と対応方法・復旧方法を協議する。
	現場代理人
	

	
	災害等の緊急事態発生により顧客より当社に出動要請があった場合、社長は必要な要員への連絡・設備を準備する。
	社長
	―


８．２．２　製品及びサービスに関連する要求事項のレビュー

当社は、潜在顧客に提供する製品及びサービスに関する要求事項を決定するためのプロセスを確立し、実施し、維持する。 

当社は、下記の事項を確実にする。
ａ）製品及びサービス要求事項（当社によって必要と考えるものを含む）、並びに適用される法令・規制要求事項を「製品要求事項確認書」に明確にする。 

ｂ）当社が、規定された要求事項を満たす能力、並びに提供する製品及びサービスに関する要求を実現する能力を持っているかを「製品要求事項確認書」で確認する。 

８．２．３　顧客要求事項のレビュー

１）当社は、下記の事項のうち、該当するものをレビューする。

	
	レビュー項目
	レビューの文書・記録

	ａ
	顧客が規定した要求事項。これには引渡し及び引渡し後の活動に関する要求事項を含む。
	「製品要求事項確認書」に明記する。

	ｂ
	顧客が明示していないが、指定された用途又は意図された用途が既知である場合、それらの用途に必要な要求事項
	「製品要求事項確認書」に明記する。

	ｃ
	製品及びサービスに適用される、追加の法令・規制要求事項
	「製品要求事項確認書」に明記する。

	ｄ
	以前に提示されたものと異なる、契約又は注文の要求事項
	「製品要求事項確認書」に明記する。


２）顧客要求事項のレビューは、顧客に対しての製品及びサービスを提供することのコミットメントをする前に実施し、契約又は注文の要求事項が以前に表明されたものと異なる場合には、それが解決されていることを確実にする。
ａ）顧客要求事項のレビュー

①工事部は入札内容を示す情報（設計図書等）及び営業担当者の指示のもとに、積算担当者に積算を行うよう指示する。

②積算後直ちに、営業担当者は製品に関連する要求事項が明確になっているか、顧客要求事項を満たす能力（人員、技術、納期等）を有しているかをレビューし、その結果を「製品要求事項確認書」に記録する。

③営業担当者は、契約又は注文の内容が以前に提示されたものと異なるかどうかを確認し、「製品要求事項確認書」に記録する。差異があった場合は、差異を解決する為の協議を行い、「製品要求事項確認書」に記録する。

④営業担当者は、全ての問題点が解決された場合は、入札に参加する。

⑤当社が落札したときは、もしくは発注を受けた場合は、顧客より受領する「入札執行結果表」（契約保証用）又は「工事請負契約約款」に基づき「契約書」を作成し、顧客へ提出する。

⑥営業担当者は、顧客と契約締結後、「製品要求事項確認書」、設計図書等も含め現場代理人へ工事を引き継ぐ。

　ｂ）工事部は、このレビュー及び新たな要求事項又は変更された要求事項を含め、「製品要求事項確認書」、「見積書」、「設計図書」、「特記仕様書」等を7.5.3『文書化した情報の管理』に従って保持する。
　ｃ）顧客が要求事項を書面で提示しない場合（口頭の場合）でも重要と思われる事柄については、「見積書」もしくは「打合せ簿」に明記し、受諾前に確認する。
３）製品及びサービス要求事項変更の管理

製品及びサービス要求事項が変更された場合には、それらの関連する文書化された情報を修正する。また、下記に従い、変更後の要求事項が関連する要員に理解されることを確実にする。

	
	変更の文書・記録・伝達

	変更の指示
	変更指示書により指示される

口頭の場合は、野帳、打合せ簿に記録

	関連する要員への周知方法
	現場にて作業者に伝達・周知する


８．２．４　緊急事態への準備及び対応（環境８．２）

　　

当社は、潜在的な環境上の緊急事態及び潜在的な事故への対応方法の手順を下記に定め、実施する。
１）緊急事態の特定

①「環境側面調査表」の中で、環境事態区分が『緊急』であるものを当社の緊急事態及び事故として特定し、「想定される緊急事態一覧表」に登録する。

２）緊急事態の準備

①特定された緊急事態及び事故に対応するための手順を作成し、必要に応じ各手順を現場事務所に常備する。

②現場代理人は、環境上の緊急事態及び事故の発生を防止するための処置（予防及び緩和のために必要な処置）を実施する。

③緊急事態及び事故発生の対処に必要な備品を配備する。

④緊急事態及び事故が発生してから手順を確認していては、事態が悪化するので、日頃から手順等で教育・訓練を実施し、迅速な対応が出来るようにする。

３）顕在した緊急事態及び事故への対応
①緊急事態及び事故が発生した場合は、工事を中止すると共に、対策措置に対する要員の確保と、負傷者の避難及び応急手当等の対策を行う。
②緊急事態及び事故に対応し、各手順に従って、環境上の緊急事態による結果を低減するための処置を実施する。
③緊急事態により被害を受けた要員には、応急処置を実施する。
④工事の再開は、緊急事態の発生の可能性が無くなって、事後処理が完全に終了してから再開する。

　

　　４）緊急事態の報告

　　　①緊急事態が発生した部門、現場の責任者は、「不適合・是正報告書」で報告する。
５）手順の定期的なテスト
①毎年●月に定期的に緊急事態の手順をテストする。
②可能な場合、具体的な緊急事態を想定した訓練を実施する。

③訓練時に準備した手順や備品等が適切であるかを合わせて検証する。

④テスト、訓練の内容は「教育訓練報告書」に記録する。

６）手順の見直し
　　　①毎年●月に定期的に「想定される緊急事態一覧表」の手順を見直す。
②事故又は緊急事態の発生後に対応手順を見直す。

③緊急事態の手順をテスト後に対応手順を見直す。

④見直した結果、必要な場合は随時手順を改訂する。

　　　
８．３　製品及びサービスの設計・開発
８．３．１　一般
当社の製造及びサービスの詳細な要求事項が確立されていない場合、又は、それらがそれ以降の製品若しくはサービスの提供に十分であることが顧客若しくはその他の利害関係者によって明確にされていない場合には、当社は、設計・開発プロセスを確立し、実施し、及び維持する。 

８．３．２　設計・開発の計画
１）設計者は、設計・開発の段階及び管理を決定する際、下記の事項を考慮し「設計計画書」に明記する。
ａ）設計・開発活動の性質、期間及び複雑さ 

ｂ）適用可能な設計・開発のレビューを含む、特定のプロセス段階を規定する要求事項 

ｃ）要求された設計・開発の検証及び妥当性確認 

ｄ）設計・開発プロセスに関与する責任及び権限 

ｅ）設計・開発プロセスに関与する個人及び関係者間のインターフェースの管理の必要性
ｆ）顧客及び利用者グループの設計・開発プロセスへの関与の必要性
ｇ）設計・開発要求事項が満たされることを確実にするために必要な文書化した情報 　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	設計フロー
	
	概略

	
	
	設計スケジュール・設計者・設計責任者の決定。設計スケジュールでは、段階、デザインレビュー、設計検証、妥当性確認を実施する時期を計画する。

	
	
	設計を行う際の関連会社や関係部門の役割を明確にし、それらの会社と打合せを実施した場合は必要に応じ記録を残す。

	
	
	顧客の要求事項や法的な要求事項を「設計計画書」に記入する。

	
	
	設計のインプットで与えられた要求事項を満たすように設計する

	
	
	①現在の設計の進め方で、最終的に求められている品質をクリアできるかどうか

②気が付いた問題点（もし、問題点に気がついたら必要な処置を提案する）

	
	
	デザインレビューでの検討、提案を踏まえ、設計を行う。

	
	
	

	
	
	①求められていた性能、機能、法律上の決まりをクリアしているかの確認

②図面の数値、縮尺等に誤りがないか、必要事項の記入漏れがないか等の検証

	
	
	①実際の使用条件（またはそれを想定した試験、計算、要点のチェック）で望んでいた通りに機能するかを確認する。

②施工における障害物、周辺環境への影響、及び安全性の確保（交通の妨げ等）に問題がないかどうかを事前に調査する。また、施工開始時点での状況、及び施工後使用段階に於ける問題点を確認する。

③建築工事に関しては、過去の類似する用途の建物の設計内容・実績との比較を行い、動線に問題がないかを確認する等。

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	施工完了後再度、妥当性の確認を実施する場合もある。


８．３．３　設計・開発へのインプット（設計に用いる情報）
１）設計者は、設計を始めるに当たり、設計の中で用いる情報を整理し、「設計計画書」に明記する。整理する情報には、下記の項目を含める。
　　　ａ）該当する場合には、機能及び性能に関する要求事項を含めた、設計・開発される特定の種類の製品及びサービスに関して不可欠な要求事項
　ｂ）適用される法令・規制要求事項 

　ｃ）当社がそれを実施することを約束している、実践の基準又は規範 

　ｄ）製品及びサービスの設計・開発のための内部資源及び外部資源
　ｅ）製品及びサービスの性質によって起こり得る故障の影響 

　ｆ）顧客及びその他の利害関係者によって期待される、設計・開発プロセスの管理レベル 

２）インプットは、設計・開発のプロセスの目的に対して適切で、漏れがなく、曖昧さのないものでなければならない。インプット間に相反するものがあるときは、これを解決する。
８．３．４　設計・開発の管理
１）設計・開発プロセスに適用される管理は、下記の事項を確実にする。
 ａ）設計・開発の活動によって達成される結果が明確に規定されている。 

 ｂ）設計・開発のレビューが計画通り行われている。 
　　①設計・開発のレビューは、設計の適切な段階において「設計計画書」に従い下記の事項に対し実施する。

	項目
	内容

	実施時期
	設計の途中段階（「設計計画書」に従い実施）

	参加者
	①設計者②設計責任者③その他、代表して意見を述べる能力のある人が参加すること。（営業、施工担当者、他の関係する部門や担当者）

	内容
	①現在の設計の進め方で、最終的に求められている品質をクリアできるかどうか

②気が付いた問題点（もし、問題点に気がついたら必要な処置を提案する）

	記録
	レビューの結果と必要な処置は「設計実績書」に記録し、7.5.3『文書化した情報の管理』に従って、保持する。。


 ｃ）設計・開発からのアウトプットが、設計・開発の要求事項を満たしていることを確実にするために、検証が行われている。
 　 ①設計・開発の検証は、設計からのアウトプット（図面）がインプット要求事項を満たすことを確実にするために、「設計計画書」に従い下記の事項に対し実施する。

	項目
	内容

	実施時期
	出図後（「設計計画書」に従い実施）

	参加者
	①設計者②設計責任者

	内容
	①求められていた性能、機能、法律上の決まりをクリアしているかの確認

②図面の数値、計算式、縮尺等に誤りがないか、必要事項の記入漏れがないか等の検証

	記録
	検証の結果と必要な処置は「設計実績書」に記録し、7.5.3『文書化した情報の管理』に従って、保持する。


 ｄ）結果として得られる製品及びサービスが、指定された用途又は意図された用途（既知の場合）に応じた要求事項を満たし得ることを確実にするために、妥当性確認が行われている。 

　　①設計・開発の妥当性確認は、最終的な製品が、顧客の意図した使用に対する要求事項を満たすことを確認するために、「設計計画書」に従い下記の事項に対し実施する。

	項目
	内容

	実施時期
	出来る限りお客さんに製品を引渡す前に行う
①施工開始前（「設計計画書」に従い実施）

②施工完了後、再度実施する場合もある（「設計計画書」に従い実施）

	参加者
	①設計者②設計責任者

	内容
	①実際の使用条件（またはそれを想定した試験、計算、要点のチェック）で望んでいた通りに機能するかを確認する。

②施工における障害物、周辺環境への影響、及び安全性の確保（交通の妨げ等）に問題がないかどうかを事前に調査する。また、施工開始時点での状況、及び施工後使用段階に於ける問題点を確認する。

③建築設計の場合は、過去の類似する用途の建物の設計内容・実績との比較を行い、動線に問題がないかを確認する。

	記録
	妥当性確認の結果と必要な処置は「設計実績書」に記録し、7.5.3『文書化した情報の管理』に従って、保持する。


８．３．５　設計・開発からのアウトプット
１）当社は、設計・開発からのアウトプットが、次の状態であることを確実にする。
ａ）設計・開発に関するインプットの要求事項を満たす。 

ｂ）製品及びサービス提供に関するそれ以降のプロセスに対して適切である。
　（施工部門に対して必要な情報を提供する）
ｃ）監視及び測定の要求事項、及び該当する場合には、合否判定基準を含むか、又はそれを参照している。 

ｄ）製造される製品、又は提供されるサービスが、意図した目的、及びそれらの安全で適切な使用に適していることを確実にする。
　　例えば、構造計算書等にて製品の安全性を裏付ける情報とするか、類似製品の構造計算書等を参考資料として添付する等。
２）当社は、設計・開発のプロセスの結果として生じる文書化した下記の情報を保持する。 

　　　ａ）設計図面、仕様書などの設計図書（施工のための仕様を記述したもの）

　　基本設計図面（平面図、縦断図、横断図など）

　　詳細設計図面（構造図など）

　　　ｂ）計算書（構造計算、木造建築における軸組計算等）

８．３．６　設計・開発の変更
１）当社は、製品及びサービスの設計・開発の期間中に、又はそれ以降において、設計へのインプット及び設計からのアウトプットに対し、要求事項への適合に一切悪影響が出ない範囲で行われた変更をレビューし、管理し、識別する。
　ａ）設計の途中で、あるいは設計終了後にその内容を変更する場合は（顧客の希望による変更、デザインレビュー、検証、妥当性確認の処置による変更等）、顧客や社内での打合せを「設計実績書」に記録し、変更内容を明確にする。
ｂ）設計の変更に対して、適切にレビュー、検証及び妥当性確認を行い、変更の実施前に設計責任者が承認する。

ｃ）設計の変更のレビュー（又は検証、妥当性確認）では、以下の検討を行う。

　①変更によって、製品の他の部分に悪影響が出ないかを確認する。

　②変更によって、既に顧客の手に渡っている製品との間に問題が生じないかどうか確認する。

２）設計・開発の変更についての、文書化した情報は、「設計実績書」に記録し、7.5.3『文書化した情報の管理』に従って、保持する。
８．４　外部から提供される製品及びサービスの管理
８．４．１　一般
１）当社は、外部から提供されるプロセス、製品、及びサービスが、規定要求事項に適合していることを確実にする。
２）当社は、下記の事項に該当する場合には、外部から提供される製品及びサービスの管理に関して規定要求事項を適用する。
ａ）製品及びサービスが、当社独自の製品及びサービスに組み込むために、外部提供者から提供される 場合。
ｂ）製品及びサービスが、当社に代わって、外部提供者から直接顧客に提供される 場合。
ｃ）プロセス又はプロセスの一部が、プロセス又は機能を外部委託するための当社の決定の結果として外部提供者から提供される場合。
３）当社は、外部提供者が規定要求事項に従ってプロセス、又は製品及びサービスを提供する能力を基礎として、外部提供者の評価、選択、パフォーマンスの監視及び再評価に関する基準を定め、適用する。 
ａ）新規取引先の場合

　　①工事部で「新規取引先評価表（外注）」、「新規取引先評価表（購買品）」に基づいて、取引前に評価を行い、社長承認後、Ａランクの業者のみ「取引先業者リスト」に登録する。
ｂ）既存取引先の場合

　　①工事部で３年ごと（６月）「既存取引先評価表（外注）」、「既存取引先評価表（購買品）」にて再評価を行い、社長が承認する。Ａ、Ｂランクの業者を「取引先業者リスト」に登録する。
４）当社は、外部提供者の評価、パフォーマンスの監視及び再評価の結果の、適切な文書化した情報を「新規取引先評価表（外注）」、「新規取引先評価表（購買品）」、「既存取引先評価表（外注）」、「既存取引先評価表（購買品）」に記録し、7.5.3『文書化した情報の管理』に従って保持する。 
８．４．２　外部からの提供の管理の方式と程度
１）外部からのプロセス、製品及びサービスの提供に適用する管理の方法及び程度を決定する際に、当社は、下記の事項を考慮する。
ａ）外部から提供されるプロセス、製品及びサービスが、顧客要求事項及び適用される法令・規制要求事項を一貫して満たす当社の能力に与える潜在的な影響 

ｂ）外部提供者によって適用される管理の認識された有効性 
	
	対象
	管理の方法
	管理の程度

	購買品
	品質に影響する

材料等
	必要に応じて（特殊・重要・量）見積書を受領
	社長確認後、「見積書」にて発注する

	
	
	現場代理人が口頭にて伝達
	品名・数量・搬入日を伝達する

	
	
	受入検査を実施
	検査員が現品と納品書を目視で検査する

不良品は返品・交換の処置をとる

	
	その他の材料等
	口頭で数量・仕様・納期等を連絡し発注する
	受入者が現品と納品書を目視で確認する

不良品は返品・交換の処置をとる

	
	リース品（重機）
	必要に応じ見積書を受領する
	現場代理人が検討し、社長確認後、発注する

	
	
	口頭で数量・仕様・納期等を連絡し発注する
	法定自主検査を受けているかシールを確認する

	外注
	施工業務
	見積書を受領
	社長確認後、「見積書」にて発注する

	
	
	発注前に打合せを行い必要に応じ「契約書」を交わす
	必要に応じて「図面」を配付する

朝礼やミーティングにて打ち合わせを行う

	
	
	工程内検査を実施する
	現場代理人が確認する

	
	
	社内の中間・完成検査時に検査員が検証する
	検査員が社内検査チェックシートに基づき検査を実施する


２）当社は、外部から提供されるプロセス、製品、及びサービスが、顧客に対して一貫して適合製品及びサービスを引き渡す当社の能力に悪影響を与えないことを確実にするために、必要な検証又はその他の活動を下記に定めて、実施する。
	
	　対象
	　検証の方法
	検査者
	　記録

	購買品（材料）
	品質に影響する

材料
	検査者が現品と納品書、ミルシート等を目視で検査する。不良品は返品・交換の処置をとる。
	現場代理人

（社内検査員）

※外部受入検査員
	「納品書」（検査者記入）

ミルシート（鉄筋・鉄骨）

	
	その他の材料等
	受取者が現品と納品書を目視で確認する。不良品は返品・交換の処置をとる。
	受取者

※外部受入検査員
	納品書（受取者記入）

	
	リース品（重機）
	現場持込時に仕様・容量等を確認する。
	受取者
	法定自主検査を受けているかシールを確認する

	外注
	施工業務
	施工計画書の出来形管理計画項目及び品質計画書の工程内検査項目に従い実施する。
	現場代理人
	①出来形管理図表

　（測定成果一覧表）

②写真

	
	
	社内中間検査
社内完成検査
	社内検査員

現場代理人
	①社内検査チェックシート

②社内検査報告書


※外部受入検査員

取引評価表（外注）で評価されている力量・資格を認めた協力業者社員の中で、現場代理人が任命した者

３）外部提供者に外部委託した、当社のプロセス又は機能は、当社の品質マネジメントシステムの適用範囲内に留まる。 従って、当社は、上記のａ）及びｂ）を考慮に入れ、外部提供者に適用しようとしている管理、及び結果として生じるプロセスからのアウトプットに適用しようとしている管理の両方を下記に明確にする。
ａ）現場代理人は、作業開始前に「新規入場教育報告書」に従い新規入場者教育を行い、当社の品質・環境方針を周知させると共に、品質・環境や安全衛生等に関する教育を実施する。

ｂ）現場代理人は、必要に応じて打合せを行い、また「図面」、「施工図」を施工外注業者へ配付し、顧客の要求事項を周知する。

ｃ）重機建設機械の法定自主検査を受けているかを確認する。

　ｄ）特殊工程を外部委託する場合は、施工要領書を提出させ管理する。
８．４．３　外部提供者に対する情報
１）当社は、下記の事項に適用される要求事項を、「見積書」、「契約書」、「設計書（図面・仕様書）」にて外部提供者に伝達する。
ａ）当社に代わって提供される製品及びサービス、又は実施されるプロセス 

ｂ）製品及びサービス、方法、プロセス、又は設備の承認又はリリース 
①製品（２次製品等）の仕様、規格

②作業の手順、やり方の指定

③製造に使用する設備や機器の指定
ｃ）必要な適格性確認を含む、要員の力量 
①作業者の資格についての指定（公的な資格、当社から行う資格認定等）

②個人の作業者の指定
ｄ）当社の品質マネジメントシステムとの相互作用 
①当社及び顧客の指定する試験・検査項目・合否判定基準

②当社がＩＳＯの規格にのっとり実施する検査・試験や工程管理
ｅ）当社によって適用される、外部提供者のパフォーマンスの管理及び監視 

ｆ）当社、又はその顧客が、外部提供者の構内において実施しようとしている検証活動
①当社又は顧客が意図する検証の方法及び製品の出荷許可の方法を伝達する。

２）当社は、外部提供者に伝達する前に、規定した要求事項が妥当であることを確実にする。

８．５　製造及びサービス提供
８．５．１　製造及びサービス提供の管理
１）当社は、引渡し及び引渡し後の活動を含め、製造及びサービス提供を、下記の事項を通して、管理された状態で実行する。

ａ）製品及びサービスの特性を明確にした、文書化した情報が利用できる。

①現場代理人は、「閲覧設計書」、「設計図書」、「特記仕様書」、「製品要求事項確認書」等を参照する。
ｂ）実施すべき活動及び達成すべき結果を明確にした、文書化した情報が利用できる。
①現場代理人は、工事着工前に作成した「施工計画書」、「品質計画書」等を参照する。

ｃ）プロセス及びプロセスアウトプットの管理基準、並びに製品及びサービスの合否判定基準が満たされていることを検証するために、適切な段階で監視及び測定を行う。

①現場代理人は、受入検査を８．４．２『外部からの提供の管理の方式及び程度』、工程内検査、社内中間検査及び社内完成検査を８．６『製品及びサービスのリリース』に従い実施する。

②検査は外部文書（共通仕様書等）、「施工計画書」（『出来形管理』『品質管理』）、及び8.6『製品及びサービスのリリース』に定められた手順に従って実施する。

③「社内安全パトロール記録」の項目に従い、環境の監視及び測定を実施する。

ｄ）適切なインフラストラクチャー及びプロセス環境を使用及び管理している。
①車両系建設機械はオペレーターが使用前の点検を実施し、点検結果を記録する。
②設備の定期点検

バックホー等の重機建設機械について法定自主検査を外部専門業者に委託する。

ｅ）適切な監視資源及び測定資源が利用でき、使用している。

　①現場代理人は、適切な測定機器によって測量・検査を行う為に、7.1.5『監視用及び測定用の資源』に定められた手順に従って、定期的な校正や、使用前の点検を実施する。

ｆ）要員が力量を有している、及び該当する場合には、必要な適格性確認を行っている。

　①現場代理人は、新規入場者教育時に過去の経験、有資格等を確認する。

　②現場代理人は、妥当性確認が必要な場合には、作業者の資格証のコピーを受領し確認する。
ｇ）製造及びサービス提供のプロセスで結果として生じるアウトプットを、それ以降の監視又は測定で検証するのが不可能な場合には、製造及びサービス提供に関するプロセスの、計画した結果を達成する能力の妥当性を確認し、定期的に妥当性を再確認する。
　①該当する工事の方法や工程に問題が無いか、その結果として、顧客の要求する製品を提供できるのかどうかを事前に確認する。その為に問題は無いと判断することのできる外部専門業者が設定した基準を確認する。

　　②現場代理人は、外部専門業者の使用する設備の性能を表示した説明書や作業に当たって作業者の資格証のコピーを受領し、計画された品質の製品ができるかどうかを確認する。

　　③現場代理人は、規定された方法及び手順が、計画通りの結果を得られるかどうかを確認するために外部専門業者より施工計画書、施工要領書や手順書等を受領する。

　　④現場代理人は、外部専門業者より受領した施工計画書、施工要領書や手順書、資格証のコピー、検査記録、作業の結果を記録したもの等を保持する。

⑤最初に設定した基準（外部専門業者が設定した基準）をクリアできているかを確認する。　
ｈ）製品及びサービスのリリース、引渡し、及び引渡し後の活動を実施する。
①工程内の監視及び測定において異常がなかった場合、あるいは、修正や手直しを行い再検査にて適合品と認められた時は、8.6『製品及びサービスのリリース』に従い次工程への引渡し及び顧客への引渡しを実施する。
　②現場代理人は製品引渡し後不適合が発見された場合、顧客と打合せを行い、その対応方法を決定し、修理・手直しを行なう。
８．５．２　識別及びトレーサビリティ
製品及びサービスの適合を確実にする必要な場合には、当社は、プロセスからのアウトプットを識別するために、適切な手段を使用する。
１）当社は、製造及びサービス提供の全過程において、監視及び測定の要求事項に関連して、プロセスアウトプットの状態を識別する。 

　ａ）工事の識別

①工事名、又はお客様名で識別する。

　ｂ）材料等の識別

　　　　①品名、品番、規格等で識別する。

　ｃ）状態の識別

　　下記に従い、製品及びサービス提供の全過程において、監視及び測定の要求事項に関連して、プロセスアウトプットの状態を識別する。　

	
	不適合の材料
	施工上の不適合
	社内検査の不適合

	識別方法

適用できるもので識別する
	①場所の移動

②不適合品の表示
	①マーカー・テープ等で表示

②作業員に周知
	①マーカー・テープ等で表示

②作業員に周知

	判定結果記録
	納品書
	不適合・是正報告書
	社内検査チェックシート

	処置内容記録
	不適合・是正報告書
	不適合・是正報告書
	社内検査報告書

	次工程への

リリース
	①返品後の再受入

②適合品の使用
	手直し・修正後の再検査に合格
	手直し・修正後の再検査に合格


２）トレーサビリティ（履歴）
　ａ）顧客よりトレーサビリティの要求がある場合、又は法的な要求がある事項に関して以下の事項に従いトレーサビリティを実施する。

①識別は『工事名』、『お客様名』によって管理し、これを基に施工の工程履歴、検査結果記録、材料の品名、品番、規格等の記録、引き渡し記録などが、トレース（追跡）できるようにする。

　　　　②下記の種別のものについては、プロセスアウトプットについて一意の識別を管理し、トレーサビリティを維持するために必要な文書化した情報を7.5.3『文書化した情報の管理』に従って保持する。
	種別
	トレース項目
	トレースするための記録

	コンクリート
	材料品質
	品質証明書　　配合報告書

	
	打設日・打設現場・配合・打設数量・納入業者・出荷時刻・到着時刻
	レディーミクストコンクリート納入書

	
	圧縮強度
	コンクリート強度試験成績表

	アスファルト
	舗設日・打設現場・出荷温度・舗設数量
	納品書

	
	到着温度・舗設温度（公共元請工事の場合）
	写真

	
	密度（公共元請工事の場合）
	密度試験成績表

	
	平坦性（公共元請工事の場合）
	平坦性試験成績表

	鉄筋
	品名・長さ・番号・材料品質
	ミルシート

ロールマーク（目視又は写真）

	
	使用箇所
	図面

	
	数量
	納品書

	種子
	外来種等を使用していないか
	配合報告書

	
	吹き付け面積
	空缶、図面


注記：プロセスアウトプットは、当社の顧客又は内部の顧客（次のプロセスのインプットの受受領者など）への引渡しを準備する活動の結果である。 これには、製品、サービス、中間部品、構成部品（コンポーネント）などを含めることができる。 

８．５．３　顧客又は外部提供者の所有物
１）当社は、顧客又は外部提供者の所有物について、それが当社の管理下にある間、又は当社がそれを使用している間は、注意を払う。当社は、使用するため又は製品及びサービスに組み込むために提供された顧客又は外部提供者の所有物の識別、検証及び保護・防護を実施する。

　　当社が管理する顧客所有物には次のようなものがある。

　　ａ）土地（現場）

　　ｂ）現場に付帯するインフラストラクチャー

　　ｃ）支給品（資材、備品、設備）

①現場代理人は、使用又は製品への組込みのために提供された支給品（資材、備品、設備）を、「顧客支給品リスト」に受入時点で支給品の内容、数量等を記録し、受入検査を実施する事で識別、及び検証する。

ｄ）他業者が完成させた構造物（特に当社の構造物との取り合い部分、改修工事における顧客所有物も含む）

ｅ）知的財産及び個人情報

２）現場代理人は、顧客又は外部提供者の所有物が間違って使用した場合、紛失若しくは損傷した場合、又はそれが使用に適さないとわかった場合には、当社は、そのことを顧客又は外部提供者に報告する。 

注記：顧客の所有物には、材料、構成部品（コンポーネント）、ツール、設備、顧客の構内、知的財産、個人情報（データ）などを含めることができる。 
８．５．４　保存
１）当社は、製造及びサービス提供を行う間、要求事項への適合を維持するために必要な程度に、プロセスからのアウトプットを保存することを確実にするため、「品質計画書」で保存計画を立て実施する。
２）製品の保存は、該当する場合下記の事項に従い実施する。

	種別
	手順

	識別

（区別）
	①工事名、又はお客様で識別する。　　

②材料は品名、品番、規格等で識別する。

	取扱い

（持運び）
	現場代理人は、運搬・移動における製品、材料などの取り扱いや、施工中の製品の取扱いを含めて、製品の引渡しまで損傷･劣化を防止する為の活動を実施する。

	包装

（梱包）
	現場代理人は、必要に応じて材料、施工途中製品、完成品等の養生を顧客要求事項、規定要求事項に従い実施する。

	保管

（場所）
	現場代理人は、材料に損傷が無いように、保管場所等を決めて管理する。又、材料、施工途中製品、完成品を腐食、溶解、変質、化学的変化を防止する為に、水分防止等適切な処置を行う。

	保護

（ダメージ回避）
	現場代理人は、必要に応じて施工途中製品、及び製品引渡しまでの期間、バリケード等で保護を行う。


注記：この保存には、識別、取扱い、包装、保管、伝送又は輸送、及び保護を含めることができる。 

８．５．５　引渡し後の活動
１）該当する場合、当社は、製品及びサービスに関連する引渡し後の活動に関する要求事項を満たす。
　ａ）現場代理人は製品引渡し後不適合が発見された場合、顧客と打合せを行い、その対応方法を決定し、修理・手直しを行なう。現場代理人は、不適合が当社の問題であった場合は、「不適合・是正報告書」を作成する。
２）要求される引渡し後の活動の程度を決定する際に、当社は、下記の事項を考慮する。
ａ）製品及びサービスに関連するリスク 

ｂ）製品及びサービスの性質、用途、及び意図した寿命（ライフタイム） 

ｃ）顧客からのフィードバック 

ｄ）法令・規制要求事項
　①災害支援協定に従い大雨時のパトロールを実施する。
　②瑕疵担保
注記：引渡し後の活動には、例えば、保証条項、メンテナンスサービスのような契約義務、及びリサイクル又は最終廃棄のような補助的サービスの下での活動を含めることができる。
８．５．６　変更の管理
１）当社は、製造及びサービス提供に不可欠な計画していない変更を、規定要求事項への適合を維持するために必要な程度に、レビューし、管理する。

 　ａ）現場代理人は、変更に関する協議を「工事打合簿」にて顧客と協議しレビューする。

２）当社は、変更のレビューの結果、変更を正式に許可した人、並びに必要な処置について述べた文書化した情報を「工事打合簿」に記録し7.5.3『文書化した情報の管理』に従って保持する。
８．６　製品及びサービスのリリース
１）当社は、製品及びサービスの要求事項が満たされていることを検証するために、適切な段階において、「品質計画書」で計画した方法で検査を実施する。合否判定基準への適合の証拠を「出来形管理図表」（測定成果一覧表）、「社内検査チェックシート」、「社内検査報告書」にて保持する。
２）適合の検証に関して計画した方法が問題なく完了するまでは、顧客への製品及びサービスのリリースは行わない。ただし、当該の権限をもつ者が承認したとき、及び該当する場合に顧客が承認したときは、この限りではない。文書化した情報として「社内検査報告書」には、顧客への引渡しのために製品及びサービスのリリースを正式に許可した人に対するトレーサビリティを提供する。 

３）検査業務の管理

ａ）検査員

検査は、検査員として認定・登録された者が行う。

ｂ）検査基準

①施工計画書の『品質管理』、『出来形管理』
②施工管理基準・共通仕様書等の外部文書

４）受入検査

ａ）購買品の受入検査に関しては.8.4.2『外部からの提供の管理の方式と程度』に定めて実施する。

　
５）工程内検査

ａ）現場代理人は、工程内検査を実施する。
ｂ）工程内検査で発見された不適合は、8.7『不適合なプロセスアウトプット、製品及びサービスの管理』に従う。

　ｃ）工程内検査の記録（下表参照）は、7.5.3『文書化した情報の管理』に従って保持する。
	
	詳細

	検査項目
	土木：「施工計画書」の『出来形管理』『品質管理』で検査項目を明らかにし実施する

	
	建築：「品質計画書」の工程内検査項目に従い実施する

施工業者より受領する自主検査記録を確認する

	検査記録
	土木：「出来形管理図表」（測定成果一覧表）を作成する

	
	建築：「品質計画書」の合否判定欄に結果を記入する

　　　自主検査記録

	次工程
	検査の結果合格と承認された場合次工程へ進む。


６）社内中間検査

ａ）社内中間検査は、顧客の中間検査が実施される前に計画し、実施する。

ｂ）検査実施者は、「品質計画書」に計画された時期に、社内中間検査を実施する。

ｃ）社内中間検査で発見された不適合は、8.7『不適合なプロセスアウトプット、製品及びサービスの管理』に従う。
ｄ）中間検査の記録（下表参照）は、7.5.3『文書化した情報の管理』に従って保持する。
	
	詳細

	検査項目
	「社内検査チェックシート」（土木）、「社内検査チェックシート」（建築）

	検査記録
	「社内検査チェックシート」（土木）、「社内検査チェックシート」（建築）

「社内検査報告書」

	次工程
	全ての処置が終了し、再検査に合格するまでは、次工程への移行を保留する。


　　
　　７）社内完成検査

ａ）社内完成検査は、「品質計画書」に計画された時期に定められた検査・試験を全て終了し、その結果が規定要求事項を満たすことを確認した後、実施する。

ｂ）検査実施者が「社内検査チェックシート（土木）」、「社内検査チェックシート（建築）」に基づき検査を実施し、「社内検査報告書」に記録する。
ｃ）社内完成検査で発見された不適合は、8.7『不適合なプロセスアウトプット、製品及びサービスの管理』に従う。
ｄ）社内完成検査の記録（下表参照）は、7.5.3『文書化した情報の管理』に従って保持する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	
	詳細

	検査項目
	「社内検査チェックシート」（土木）

「社内検査チェックシート」（建築）

	検査記録
	①「社内検査チェックシート」（土木）

②「社内検査チェックシート」（建築）

③「社内検査報告書」

	引渡し
	規定された検査、試験を完了するか又は必要な処置が完了した後、製品を引渡す。但し、社長が引渡しを承認した時、顧客の承認により引渡しを許可する場合はこの限りではない。

	リリース許可者
	社長


８）顧客による検査（顧客の中間検査・完成検査）

ａ）顧客検査には、現場代理人及び必要に応じて社長が立会いを行う。

ｂ）顧客検査の指摘事項は「顧客検査記録簿」に記録する。

ｃ）顧客検査による指摘事項に手直し・修正を施した場合には「不適合・是正報告書」に記録し、再検査を実施する。

ｄ）不適合の内容が重大な場合には、管理責任者が判断し、是正処置に展開する。

８．７　不適合なプロセスアウトプット、製品及びサービスの管理（環境１０．１）
１）当社は、要求事項に適合しないプロセスアウトプット、製品及びサービスが誤って使用されたり、引き渡されることを防ぐため、又、品質・環境マネジメントシステムを運用する過程において生じるあらゆる影響を緩和するため、それらを識別し、管理する手順を下記に定める。
２）当社は、不適合の性質、並びにそれが製品及びサービスの適合に与える影響に応じて、適切な是正処置をとらなければならない。これは、製品引渡し後、又はサービス提供中に検出された、不適合な製品及びサービスにも適用する。 

３）該当する場合、当社は、下記の一つ又はそれ以上の方法で、不適合なプロセスアウトプット、製品及びサービスを処理し、不適合によって起こった結果に対処する。 

ａ）修正 （修正するための即時の処置）
ｂ）製品及びサービスの分別、散逸防止、返還又は提供停止
ｃ）顧客への通知 

ｄ）下記の事項に関する許可取得 

①現状のままでの使用 

②製品及びサービスのリリース、継続又は再提供 

③特別採用に基づく合格判定 

e）有害な環境影響を緩和
４）不適合なプロセスアウトプット、製品及びサービスに修正を施した場合には、要求事項への適合を検証する。
５）当社は、不適合なプロセスアウトプット、製品及びサービスに対してとられた処置の、文書化した情報を「不適合・是正報告書」に記録し7.5.3『文書化した情報の管理』に従って保持する。それには、特別採用及び不適合に対処することについて決定する人又は権限をもつ者に対してとられた処置を含む。
　　
６）不適合の定義

	不適合の種類
	不適合の基準

	品質プロセスの監視測定によるもの
	プロセスを監視・測定した結果、計画通りの結果が2回連続で判断基準に適合していない場合。

	製品の監視測定によるもの

（取引先の不適合を含む）
	施工中、受入検査、工程内の各検査、社内中間・完成検査等で発見された不適合。顧客による検査時に発見された不適合。

	環境の監視測定によるもの
	環境の運用管理の監視測定で発見された不適合。（8.2.5参照）

	顧客・外部からの苦情

（引渡し後も含む）
	顧客・外部の利害関係者からの業務上、製品上、環境上に対する苦情等。行政機関からの指摘事項、改善指示、要請等。

	法規制等に関するもの
	法定基準値を逸脱している場合。守っていない場合。

	緊急事態
	緊急事態が発生した場合。


７）不適合なプロセスアウトプットの管理
	項目
	内容

	不適合の分別、散逸防止、返還、提供停止
	①各担当者は、不適合製品を次工程へ引渡さないために、不適合品と表示又は不適合品置場による分別を行う。

②施工中あるいは工程内検査において発見された不適合製品について、可能であれば、テープやロープ等で不適合部分を囲み次工程へ進んではいけない旨を明らかにする。（提供停止）
物理的にそのような事が不可能であれば、現場代理人は作業者に対し不適合製品の発生した事と次工程へ進んではいけない旨の連絡を行う。

	顧客への通知
	現場代理人は必要に応じて顧客に不適合を報告する。

	不適合の修正
緩和処置
	各担当者は、検出された不適合を除去するために手直し・修正、返品、廃棄処分、再利用等の適切な処置、もしくは有害な環境影響を緩和する処置を行い、「不適合・是正報告書」又は「社内検査報告書」で報告する。

	修正後の再検査
	不適合製品に手直し・修正を施した場合は、その業務の責任者又は検査実施者が再検査を行う。

	取り壊しの許可
	不適合の処置として、取り壊しが発生する場合は、社長の許可を得てからとする。

	特別採用
	特別採用を行う場合は、顧客もしくは社長の許可（合否判定）を得てからとする。

	是正の必要性
	管理責任者は、是正の必要性を判断した場合は担当者へ指示する。
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